
  （証券コード 1909）

平成30年６月12日

株 主 各 位
東京都港区台場二丁目３番１号

日本ドライケミカル株式会社
代表取締役社長 遠 山 榮 一

第66回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて当社第66回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決

権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月27日（水曜

日）午後５時35分までに到着するよう折り返しご送付いただきたくお願い申し

あげます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具
記

１．日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時

２．場 所 東京都港区台場二丁目３番１号
トレードピアお台場 23階会議室

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第66期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）　

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第66期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）　
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案
第３号議案

　第４号議案
　第５号議案
　第６号議案

定款一部変更の件
取締役７名選任の件
監査役３名選任の件

　補欠監査役１名選任の件
　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　本招集ご通知に際して株主の皆様に提供すべき書面のうち、連結計算書類の連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表、また、計算書類の株主資本等変動計算
書及び個別注記表に表示すべき事項に係る情報につきましては、法令及び当社定
款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.ndc-group.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書
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類には記載しておりません。
　また、監査役が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ作成す
るに際して監査した連結計算書類及び計算書類には、本招集ご通知の添付書類に
記載のもののほか、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.ndc-group.co.jp/）に記載しております連結計算書類の連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表、また、計算書類の株主資本等変動計算書及び個別
注記表も含まれております。
　なお、株主総会参考書類及び事業報告並びに計算書類、連結計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.ndc-
group.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）におけ

るわが国経済は、政府による各種の経済刺激策、日銀による引き続いての

金融緩和政策を背景に、企業収益や雇用・所得環境に改善が見受けられ、

回復基調が継続しているようです。

一方で、米国における政治・経済の動向、ヨーロッパやアジアにおける

地政学リスクを受けて海外経済の不確実性の高まりも意識され、先行きへ

の不透明感、警戒感が引き続き認識される状況となりました。

当社グループの属する防災業界におきましても、民間設備投資は、東京

オリンピック・パラリンピックを背景に堅調に推移すると見込まれている

ものの、一方で国内労働市場の逼迫感は急速に広がってきており、なお、

先行きへの懸念は払拭できませんが、政府による経済再生に向けた諸政策

のもと、消費者マインドの改善とともに、総需要の底上げによる景気浮揚

への期待感は膨らんでいるようにも見受けられます。

このような経済状況のもと、当社グループは、引き続き自動火災報知設

備から消火設備、消火器そして消防自動車までを広くカバーする総合防災

企業としての立ち位置を更に強化しつつ、製品ラインアップの拡充を図り

積極的な営業活動を推進してまいりました。また、各種防災設備の設計・

施工、消火器及び消防自動車等の製造そしてそれらのメンテナンスを通じ

て、世の中に高度な安心・安全を提供し、より良質な社会インフラを構築

するという社会的使命を果たすべく、グループ一丸となって注力しており

ます。

このような状況のもと、当社グループの当連結会計年度の売上高は

32,622百万円（前連結会計年度比1,703百万円増加）となりました。利益に

つきましては、将来に向けた研究開発にかかる費用が増加したこと等によ

り、営業利益1,109百万円（同159百万円減少）、経常利益1,160百万円（同

126百万円減少）、親会社株主に帰属する当期純利益1,104百万円（同236百

万円増加）となりました。
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当社グループは、各種防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消

火設備、消防自動車、自動火災報知設備の製造・販売、防災関連用品の仕

入・販売等、幅広く防災にかかわる事業を行っており、単一セグメントで

あるため、業績については営業種目別に記載しております。

営業種目別の業績は、次のとおりであります。

　　イ．防災設備事業

当連結会計年度は、都市再開発等の大型案件、リニューアル案件にかか

る受注は引続き好調であり、受注残高は前年同期を上回っているものの、

工事期間の長い大型工事案件の進捗が進まなかったこと等により、売上高

は13,950百万円（前連結会計年度比54百万円減少）となりました。売上総

利益につきましては、2,694百万円（同65百万円減少）となりました。

　　ロ．メンテナンス事業

当連結会計年度は、改修・補修工事案件にかかる引き合いは継続してあ

り、その掘り起こしを積極的に進めたこと、ガス系消火設備等にかかる容

器弁の点検作業の増加等により、売上高は8,456百万円（同1,169百万円増

加）となりました。売上総利益につきましては、3,162百万円（同520百万

円増加）となりました。

　　ハ．商品事業

当連結会計年度は、消火器類の販売が好調であったこと、小工事の引き

合いが堅調であったこと等により、売上高は8,513百万円（同850百万円増

加）となりました。売上総利益につきましては、1,170百万円（同65百万円

増加）となりました。

　　ニ．車輌事業

当連結会計年度は、前年度にあった大型車輌の納入がなかったこと等に

より、売上高は1,702百万円（同261百万円減少）にとどまりました。売上

総利益につきましては、売上高の減少により製造コストをカバーできず161

百万円の損失（前連結会計年度は71百万円の利益）となりました。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は245百万円で、営業種目

別の主な内容は次のとおりであります。

　防災設備事業においては、千葉工場の消火設備用ステンレス容器製造設

備を中心とした設備拡充に35百万円、金型の更新に４百万円の設備投資を

実施しております。
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　商品事業においては、金型の更新に14百万円、千葉工場内の機械装置に

12百万円の設備投資を実施しております。

　車輌事業においては、デモンストレーション車輌に23百万円、千葉工場

内の設備拡充に５百万円の設備投資を実施しております。

　その他共通の設備投資は、試験研究室および試験研究設備に70百万円、

福島工場の設備拡充に34百万円、千葉工場内整備等に24百万円、実施して

おります。

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 63 期

(平成27年３月期)
第 64 期

(平成28年３月期)
第 65 期

(平成29年３月期)

第 66 期
(当連結会計年度)
(平成30年３月期)

売 上 高(千円) 30,418,677 33,797,435 30,919,054 32,622,772

親 会 社 株 主 に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

(千円) 1,050,793 1,136,114 867,314 1,104,207

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 316.92 339.11 242.59 311.87

総 資 産(千円) 22,790,761 25,547,016 24,320,758 27,626,007

純 資 産(千円) 8,533,901 9,900,466 10,512,204 11,609,441

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 2,573.81 2,757.28 2,969.05 3,278.95

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 63 期

(平成27年３月期)
第 64 期

(平成28年３月期)
第 65 期

(平成29年３月期)

第 66 期
(当事業年度)

(平成30年３月期)

売 上 高(千円) 24,987,284 28,614,911 28,085,698 30,137,978

当 期 純 利 益(千円) 901,556 975,049 1,442,141 1,069,126

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 271.91 291.04 403.37 301.96

総 資 産(千円) 18,290,162 21,082,791 21,823,767 24,523,042

純 資 産(千円) 5,986,675 7,241,902 8,362,975 9,309,227

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,805.57 2,016.87 2,362.03 2,629.28
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

北海道ドライケミカル株式会社 　30百万円 　　　100.0％
防災設備事業

メンテナンス事業
商品事業

日本ドライメンテナンス株式会社 　10百万円 　　　100.0％ メンテナンス事業

(4) 対処すべき課題

　当社グループは、当社グループと同様の事業を営む企業との競争激化によ

る収益基盤が毀損しないように、製品及びサービスの差別化が最重要と考え

ており、独自の防災製品・防災システムを開発するための研究開発体制及び

社員教育の充実、業務提携先企業とのアライアンス強化を図ってまいります。

とりわけ、自動火災報知と消火にかかる技術の融合を図り、業務提携先企業

の技術や製品・システムを活用して、新しいコンセプトに立った防災製品・

防災システムの開発に取り組んでまいります。そうした開発を推進するため

に、平成27年４月に当社千葉工場内にスプリンクラー消火設備を中心とした

各種消火設備の試験研究棟を新設しました。さらに、平成28年５月、福島県

福島市の福島工業団地内において福島工場が稼動いたしました。福島工場は、

総合防災研究棟、車輌及び自動火災報知設備機器製造棟より構成されており、

総合防災研究棟では、次世代の消火設備、自動火災報知設備機器の研究開発

を進めてまいります。

　当社グループは引き続き、火災の報知から消火までをカバーする最強の防

災プロフェッショナルとして、社会のニーズを先取りした高品質な防災機器

を製造、販売し、より安心・安全な社会インフラの構築に貢献することを目

指し、高品質な防災製品及び防災システムを提供するために製造・販売・施

工・保守体制の充実に努めていくとともに、環境に配慮した製品の開発等、

社会的責任を果たすことにグループ一丸となって取り組んでまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

　　当社グループは、各種防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消火

設備、消防自動車、自動火災報知設備の製造・販売、防災用品の仕入・販売

等の防災事業を行っております。

    営業種目別の主要製品及び事業内容は以下のとおりであります。

営 業 種 目 主 要 製 品 ・ 事 業 内 容

防 災 設 備 事 業
建築防災設備、プラント防災設備及び船舶防災設備における各種

防災設備の設計・施工を行っております。

メンテナンス事業
各種防災設備の保守点検業務、派生する修繕及び改修工事を行っ

ております。

商 品 事 業
各種消火器の製造・販売及び各種防災用品の仕入・販売を、販売

代理店を中心に行っております。

車 輌 事 業 各種消防自動車の設計・製造・販売を行っております。

(6) 主要な事業所及び工場（平成30年３月31日現在）

当 社

本社：東京都港区

工場：千葉県山武市、福島県福島市

支店：関東(さいたま市)、大阪市、名古屋市、九州(福岡市)
　　　東北(仙台市)、札幌市、北陸(金沢市)

北海道ドライケミカル
株 式 会 社

本社：札幌市

日本ドライメンテナンス
株 式 会 社

本社：千葉市
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(7) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

営 業 種 目 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

防 災 設 備 事 業 209名 2名減

メ ン テ ナ ン ス 事 業 125 5名増

商 品 事 業 89 14名増

車 輌 事 業 11 5名減

全 社 共 通 （ 工 場 含 む ） 305 1名減

合 計 739 11名増

（注） 従業員数には、人材派遣会社からの派遣社員は含まれておりません。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

646名 10名減 41.2歳 12.4年

（注） 従業員数には、人材派遣会社からの派遣社員は含まれておりません。
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(8) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,017,500千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 591,100

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 390,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 250,000

I n d u s t r i a l  B a n k  o f  K o r e a 180,819

株 式 会 社 東 邦 銀 行 100,000

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 50,000

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 50,000

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成30年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 14,000,000株

②　発行済株式の総数 3,590,906株

③　株主数 2,828名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

綜 合 警 備 保 障 株 式 会 社 550,000株 15.53％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

232,500 6.56％

日 本 ド ラ イ ケ ミ カ ル 取 引 先 持 株 会 133,000 3.75％

株 式 会 社 初 田 製 作 所 100,000 2.82％

新 日 本 空 調 株 式 会 社 96,000 2.71％

沖 電 気 工 業 株 式 会 社 89,000 2.51％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

83,300 2.35％

株 式 会 社 吉 谷 機 械 製 作 所 80,000 2.25％

株 式 会 社 東 京 エ ネ シ ス 70,000 1.97％

日 本 ド ラ イ ケ ミ カ ル 従 業 員 持 株 会 63,700 1.79％

（注） 持株比率については、自己株式（50,312株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

    該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 遠 山 榮 一

北海道ドライケミカル株式会社
代表取締役

日本ドライメンテナンス株式会社
代表取締役

株式会社イナートガスセンター
代表取締役社長

ＮＤＣエンジニアリング株式会社
代表取締役

株式会社総合防災
代表取締役

エヌ・エヌメンテナンス株式会社
代表取締役副社長

一般社団法人日本消火器工業会 会長

株式会社消火器リサイクル推進センター
代表取締役社長

株式会社始興金属 代表理事

常 務 取 締 役 長 谷 哲 之

日本ドライメンテナンス株式会社
取締役

株式会社イナートガスセンター
取締役

ＮＤＣエンジニアリング株式会社
代表取締役社長

取 締 役 浅 田 裕 沖

営業本部長

日本ドライメンテナンス株式会社
取締役

取 締 役 佐 藤 寛 則

製造本部長 兼 千葉製造部長

エヌ・エヌメンテナンス株式会社
取締役

取 締 役 高 木 　 進 法人営業本部長

取 締 役 亀 井 正 文
管理本部長 兼 経理財務部長

株式会社始興金属 理事

取 締 役 櫻 井 俊 明
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

常 勤 監 査 役 内 村 滋 樹

北海道ドライケミカル株式会社
監査役

日本ドライメンテナンス株式会社
監査役

株式会社イナートガスセンター
監査役

ＮＤＣエンジニアリング株式会社
監査役

株式会社総合防災
監査役

エヌ・エヌメンテナンス株式会社
監査役

監 査 役 後 出 　 大
一般社団法人実践コーポレートガバナ

ンス研究会　理事

監 査 役 渡 慶 次 　 憲  彦 株式会社HLSグローバル　代表取締役

（注）１．平成29年６月23日開催の第65回定時株主総会において、亀井正文氏は取締役に選任さ

れ、就任いたしました。

　　　２．取締役櫻井俊明氏は、社外取締役であります。

　　　３．監査役後出大氏及び監査役渡慶次憲彦氏は、社外監査役であります。

　　　４．監査役後出大氏は、財務・経理部門等での豊富な実務経験があり、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。

　　　５．監査役渡慶次憲彦氏は、長年にわたる経営者としての豊富な経験に加え、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。

　　　６．平成30年４月１日付で組織変更を行い、取締役の担当を以下のとおり変更しておりま

す。

　　　　　取締役佐藤寛則氏は、車輌営業本部長を兼務することといたしました。

　　　　　取締役高木進氏は、開発営業本部長に就任いたしました。

　　　７．当社は取締役櫻井俊明氏、監査役後出大氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。
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　　②　取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

７名
(１)

98,015千円
（1,200)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３
(２)

13,500千円
(3,000)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

10
(３)

111,515千円
(4,200)

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成21年６月30日開催の第57回定時株主総会において、年額

150,000千円以内（ただし、従業員分給与は含まない。）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成20年６月30日開催の第56回定時株主総会において、年額

30,000千円以内と決議いただいております。

３．上記の支給額には、以下のものが含まれております。

 ・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額は15,357千円（取締役５名に対し15,357

千円）であります。なお、取締役１名及び監査役１名並びに社外役員３名の役員賞与

引当金はありません。

 ・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額は18,730千円（取締役５名に対し

16,630千円、監査役１名に対し2,100千円）であります。なお、取締役１名及び社外役

員３名の役員退職慰労引当金はありません。

ロ．社外役員が親会社及び子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・監査役後出大氏は一般社団法人実践コーポレートガバナンス研究会の
　理事であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

　・監査役渡慶次憲彦氏は株式会社HLSグローバルの代表取締役でありま
す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

地　位 氏　名 活 動 状 況

取締役 櫻  井   俊  明

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに出席いたしま

した。取締役会において、経営から独立した客観的･中立的な

立場から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する

ための発言を行っております。

監査役 後  出       大

当事業年度に開催された取締役会19回、監査役会9回の全てに

出席いたしました。監査役経験者としての見地から、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性に資する発言を行っておりま

す。また、監査役会において、当社の経理及び内部統制シス

テム等について、適宜、必要な発言を行っております。

監査役 渡慶次   憲  彦

当事業年度に開催された取締役会19回のうち14回、監査役会

9回のうち7回に出席いたしました。取締役会において、経営

者としての豊富な経験から意見を述べるなど、取締役会の意

思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な発言を行っ

ております。また、監査役会においては、議案審議等につい

て適宜、必要な発言を行っております。

　　④　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外役員３名は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定
める額としております。
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(4) 会計監査人の状況

　①　名称　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

　②　報酬等の額

報酬等の額

(ⅰ)当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27,500千円

(ⅱ)当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ

の他の財産上の利益の合計額
27,500千円

 
　(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査、

連結を含む金融商品取引法に基づく監査及び金融商品取引法に準じた

監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分でき

ませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの

合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況

及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検

証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をい

たしました。

　　③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告い

たします。

　　④　責任限定契約の内容の概要

　　　該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　及びその他会社の業務並びに会社及びその子会社から成る企業集団の業務

　の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要は以下のとお

　りであります。

①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．当社を含む当社グループの役員及び使用人は会社が定めた倫理行動規範

   により行動しております。

ロ．取締役は、他の取締役の法令又は定款に違反する行為を発見した場合、

　 直ちに監査役会及び取締役会に報告するものとしております。

ハ．取締役会の事務局を設置し、毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応

　 じて取締役会を招集し、取締役会規則の定める付議事項が適時に上程・

　 審議される体制とし、議案については十分な審議を可能とする取締役会

　 資料の作成支援、議案内容の事前説明を行うことにより、取締役及び監

　 査役の議案の理解を促し、適法性その他の確認が適切になされることを

　 確保しております。

ニ．当社は、代表取締役社長を委員長とし、全取締役が委員として参画する

　 内部統制委員会を四半期に１回以上開催し、不正・不都合の防止、法令

　 遵守のための施策の策定を行うとともに、その実施状況を確認しており

　 ます。

ホ．当社グループのコンプライアンスに係る内部通報窓口を定め、取締役の

　 法令違反につき通報できる体制をとり、コンプライアンス体制の機能状

　 況をモニタリングしております。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

  取締役の職務の執行に係る重要な会議等の議事録及び関連資料は適切に保

　存・管理しております。

　取締役及び監査役は何時でもこれら文書を閲覧できる運用としております。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理に関する規程等を定め、全社のリスクを総括的に管理する体制

  を整えております。

　当社は、代表取締役社長を委員長とし、全取締役が委員として参画するリ

  スク管理委員会を設置し、リスク発生の都度又は今後リスクとなる可能性

　のある事象を発見した場合は速やかに開催し、リスク案件の原因の特定、

　改善策の提案、実施など早期解決を図っております。又、定例のリスク管

　理委員会を四半期に１回開催し、リスク案件に関する協議・検討、新たな

　リスク要因への対応協議を行っております。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、組織規程・業務分掌規程・職務権限規程をはじめ各種規程を整備
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　し、各役職者の権限と責任を明確にし、適正かつ効率的な職務の執行が行

　われる体制を構築しております。

　各役職者はその権限と責任において迅速かつ機動的な業務執行を図ってお

　ります。

⑤使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、内部監査室を置き、業務全般に関し、法令・定款・社内規程等の

　遵守状況、職務の執行の手続き及び内容の妥当性につき、定期的に内部監

　査を実施しております。

　内部監査の結果につきましては、当該部署のみならず、社長、取締役他、

　関係部署に報告されております。

　　⑥子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

　子会社においては、定例の取締役会が四半期に１回以上開催され、取締役

　の業務執行報告がなされます。その報告内容が「関係会社管理規程」に基

　づき、当社管理本部長に報告され、その報告事項について、当社取締役会

　に報告されております。

　　⑦子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社が定めたリスク管理に関する規程に基づき、グループ各社でリスクを

　管理する体制を整えております。

　四半期に１回、定期的にリスク管理委員会を開催し、グループ各社を含め

　たリスク案件に関する協議・検討、新たなリスク要因への対応協議を行っ

　ております。

　　⑧子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

　　　体制

　子会社においても、組織規程・業務分掌規程・職務権限規程をはじめ各種

　規程を整備し、各役職者の権限と責任を明確にし、適正かつ効率的な職務

　の執行が行われる体制を構築しております。

　各役職者はその権限と責任において迅速かつ機動的な業務執行を図ってお

　ります。

　　⑨子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

　　　を確保するための体制

　当社内部監査室がグループ会社の業務全般に関し、法令・定款・社内規程

　等の遵守状況、職務の執行の手続き及び内容の妥当性につき、定期的に内

　部監査を実施しております。

　内部監査の結果につきましては、社長、取締役他、関係部署に報告されて

　おります。
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⑩当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

　めの体制

　グループ会社の経営については「関係会社管理規程」に基づき、管理は当

　社管理本部が行っております。子会社は管理本部長に対し、定期的に業務

　の報告を行い、重要案件については当社取締役会の承認を得るものとして

　おります。又、必要に応じて子会社の取締役又は監査役として、当社の取

　締役又は使用人が兼任しております。取締役は当該会社の業務執行状況を

　監督し、監査役は当該会社取締役の職務執行を監査しております。又、当

　社の監査役及び内部監査室は、子会社の監査役等と連携し、子会社の取締

　役及び使用人の職務執行状況の監査や指導を行っております。

⑪監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

　該使用人に関する事項

　監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことの要請があれば、速や

　かに対応するものとしております。

⑫前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役を補助する使用人に対する指揮命令権限は、その監査業務を補助す

　る範囲内において監査役又は監査役会に帰属するものとし、又、当該使用

　人の人事異動・人事評価等については、事前に監査役会の同意を必要とす

　るものとしております。

　　⑬監査役の第11号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役の職務を補助する使用人を置く場合は、原則として専属の使用人と

　し、取締役の指示、命令を受けないものとします。但し、止むを得ない場

　合は執行との兼務も可としますが、前号の独立性に配慮するものとします。

⑭取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報

　告に関する体制

　監査役は取締役会のほか経営委員会その他重要な会議に出席し取締役等か

　らその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することが出来るものと

　しております。更に取締役は監査役に対して、重要な会議の審議事項、内

　部監査の結果報告、財務の状況等所定の業務執行に関する重要事項の報告

　を行っております。

　又、取締役等は監査役に対して経営に重大な影響を及ぼす事項、コンプラ

　イアンス違反の発生のおそれのある事項については、随時、報告するもの

　としております。

　　⑮子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が

　　　当該監査役設置会社の監査役に報告するための体制

　　　グループ会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受け

　　　た者は、「内部通報規程」に基づき、当社総務人事部長に報告するととも

　　　に、遅滞なく監査役に報告するものとしております。
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　　⑯前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

　　　けないことを確保するための体制

　報告者は、当該報告をしたことにより、不利益を受けることのないものと

　し、万一不利益な取扱いをした場合は、当社「内部通報規程」に基づき、

　罰則の対象としております。

　　⑰監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当

　　　該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役からの求めに応じ、社内規程に基づき、監査役の職務の執行につい

　て生じる費用を負担しております。

⑱その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、会計監査人及び内部監査室と情報交換に努め、連携して監査の

　実効性を確保しております。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　　　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及
び完成工事未収入金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

未 成 工 事 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

19,757,501

2,363,297

14,360,649

1,355,350

308,490

611,693

365,954

248,727

153,446

△10,108

7,868,505

5,008,367

2,897,497

497,166

201,502

1,298,781

24,550

88,869

1,389,596

1,291,733

93,554

4,308

1,470,541

1,063,600

20,653

409,815

△23,527

（負　債　の　部）

流 動 負 債 13,426,842

支払手形、買掛金
及 び 工 事 未 払 金

8,606,755

短 期 借 入 金 1,250,000

1 年内返済予定の
長 期 借 入 金

671,919

未 払 法 人 税 等 679,203

未 成 工 事 受 入 金 1,001,348

賞 与 引 当 金 436,505

役 員 賞 与 引 当 金 15,357

完成工事補償引当金 69,565

修 繕 引 当 金 2,640

そ の 他 693,547

固 定 負 債 2,589,723

長 期 借 入 金 707,500

退職給付に係る負債 699,524

役員退職慰労引当金 130,222

修 繕 引 当 金 43,200

繰 延 税 金 負 債 696,840

そ の 他 312,435

負 債 合 計 16,016,565

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 11,278,597

資 本 金 700,549

資 本 剰 余 金 3,620,607

利 益 剰 余 金 7,073,579

自 己 株 式 △116,139

その他の包括利益累計額 330,844

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

228,081

為替換算調整勘定 △14,340

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

117,102

純 資 産 合 計 11,609,441

資 産 合 計 27,626,007 負 債 純 資 産 合 計 27,626,007

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 32,622,772

売 上 原 価 25,757,303

売 上 総 利 益 6,865,468

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,756,115

営 業 利 益 1,109,353

営 業 外 収 益

受 取 利 息 768

受 取 配 当 金 22,743

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 14,276

受 取 保 険 金 2,041

助 成 金 収 入 29,348

そ の 他 24,298 93,476

営 業 外 費 用

支 払 利 息 19,127

為 替 差 損 14,338

そ の 他 8,417 41,882

経 常 利 益 1,160,946

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,004

国 庫 補 助 金 579,600 580,605

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 3,122 3,122

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,738,429

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 738,763

法 人 税 等 調 整 額 △104,541 634,222

当 期 純 利 益 1,104,207

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,104,207

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
     （平成30年３月31日現在） 　　　   　  　　（単位：千円）

科 目 金　　額 科 目 金　　額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

未 成 工 事 支 出 金

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

18,405,276

1,770,820

3,933,564

9,681,997

1,333,681

299,047

599,219

349,790

4,220

121,268

225,959

10,000

82,891

△7,186

6,117,766

3,886,050

2,518,561

265,859

428,283

21,909

195,264

408,158

16,017

24,550

7,445

97,455

93,400

4,055

2,134,259

1,063,600

601,778

61

304,850

23,687

630

162,180

△22,527

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 12,893,534

支 払 手 形 3,091,881
買 掛 金 5,129,969
短 期 借 入 金 1,250,000
１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

491,100

リ ー ス 債 務 4,165
未 払 金 266,182
未 払 費 用 131,497
未 払 法 人 税 等 600,252
未 成 工 事 受 入 金 976,244
前 受 金 25,614
関 係 会 社 預 り 金 249,997
賞 与 引 当 金 404,059
役 員 賞 与 引 当 金 15,357
完成工事補償引当金 69,565
修 繕 引 当 金 2,640
そ の 他 185,006

固 定 負 債 2,320,280
長 期 借 入 金 707,500
リ ー ス 債 務 11,852
繰 延 税 金 負 債 439,983
退 職 給 付 引 当 金 808,523
役員退職慰労引当金 113,329
修 繕 引 当 金 43,200
長 期 預 り 保 証 金 195,892

負 債 合 計 15,213,815

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 9,081,145

資 本 金 700,549
資 本 剰 余 金 1,098,281

資 本 準 備 金 700,549
その他資本剰余金 397,731

利 益 剰 余 金 7,398,453
その他利益剰余金 7,398,453

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 202,208
特別償却準備金 1,182,457
繰越利益剰余金 6,013,787

自 己 株 式 △116,139
評 価 ・ 換 算 差 額 等 228,081
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

228,081

純 資 産 合 計 9,309,227

資 産 合 計 24,523,042 負 債 純 資 産 合 計 24,523,042

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 30,137,978

売 上 原 価 24,091,118

売 上 総 利 益 6,046,859

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,119,505

営 業 利 益 927,354

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,613

受 取 配 当 金 22,742

受 取 事 務 手 数 料 72,344

受 取 保 険 金 2,041

助 成 金 収 入 29,348

そ の 他 18,005 146,095

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13,420

為 替 差 損 14,297

和 解 金 3,527

そ の 他 3,927 35,172

経 常 利 益 1,038,277

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 559

国 庫 補 助 金 579,600 580,159

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 3,122 3,122

税 引 前 当 期 純 利 益 1,615,314

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 655,357

法 人 税 等 調 整 額 △109,168 546,188

当 期 純 利 益 1,069,126

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月30日

日本ドライケミカル株式会社

取締役会　御中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 小 林 　 昭 夫 ㊞

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 五 代 　 英 紀 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本ドライケミカル株式会社の平成
29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、日本ドライケミカル株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 25 －

連結会計監査報告



計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
　平成30年５月30日

日本ドライケミカル株式会社
　取締役会　御中

　　　　　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小 林 　 昭 夫 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 五 代 　 英 紀 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本ドライケミカル株式会社
の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第66期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第66期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下

の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社

の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応

じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社

から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして

会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関

する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を

求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し

ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について

検討いたしました。

２．監査の結果

　 (1)　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の

状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款

に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると

認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載

内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め

られません。

　 (2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は

　　相当であると認めます。

　 (3)　連結計算書類の監査結果

会計監査人 PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は

　　相当であると認めます。

　　平成30年５月30日

　　　　　　　　　　　　　　　日本ドライケミカル株式会社　監査役会

常勤監査役　　内　村　滋　樹 　㊞

社外監査役　　後　出　　　大 　㊞

社外監査役　　渡慶次　憲　彦 　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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株主総会参考書類

　議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つと認識しており、経

営成績の向上及び経営基盤の強化を図りつつ、安定した株主配当を継続して実施

していくことを、配当政策の基本方針としております。

　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案して、

次のとおりといたしたいと存じます。

　１．配当財産の種類

　　　金銭といたします。

　２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　当社普通株式１株につき金35円といたしたいと存じます。

　　　この場合の配当総額は123,920,790円となります。

　　　なお、中間配当金を含めました当期の年間配当金は、普通株式１株につき、

　　金60円となります。

　３．剰余金の配当が効力を生じる日

　　　平成30年６月29日といたしたいと存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件

　１.提案の理由

　今後の事業内容の多様化に対応するため、定款第２条（目的）につきまして、

事業目的を追加するものであります。

　２.変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現　行　定　款 変　更　案

第1条　　　 　　（条文省略）

第2条　（目的）

当会社は、次の事業を営むことをその
目的とする。

1.～11.  　　　 （条文省略）

（新設）

12.前各号に付帯する一切の事業

第3条～第36条　 （条文省略）

第1条　　　　 （現行どおり）

第2条　（目的）

     　　　　 （現行どおり）

1.～11.  　　 （現行どおり）

12.古物の売買

13.前各号に付帯する一切の事業

第3条～第36条 （現行どおり）
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第３号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役７名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職状況
所有する
当 社 の
株 式 数

1

と お や ま  え い い ち

遠 山 　 榮 一
(昭和25年１月25日)

昭和47年４月　三菱商事株式会社入社

平成12年１月　日本AT&T株式会社入社

平成16年１月　当社入社経理・財務本部長

平成17年８月　当社代表取締役

平成17年８月　日本ドライメンテナンス株式会社

代表取締役社長

平成17年８月　北海道ドライケミカル株式会社代

表取締役社長

平成20年６月　当社代表取締役社長(現任）

平成20年７月　北海道ドライケミカル株式会社代

表取締役(現任）

平成24年８月　株式会社イナートガスセンター代

表取締役社長(現任）

平成25年５月　一般社団法人日本消火器工業会会

長(現任）

平成25年12月　株式会社消火器リサイクル推進セ

ンター代表取締役社長(現任）

平成28年２月　NDCエンジニアリング株式会社

　　　　　　　代表取締役

平成28年６月　日本ドライメンテナンス株式会社 

代表取締役(現任）

平成28年６月　株式会社総合防災 代表取締役(現

任）

平成29年４月　エヌ・エヌメンテナンス株式会社

　　　　　　　代表取締役副社長(現任）

平成29年11月　株式会社始興金属

　　　　　　　代表理事(現任）

平成30年５月　NDCエンジニアリング株式会社

　　　　　　　代表取締役社長（現任）

34,700株
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ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職状況
所有する
当 社 の
株 式 数

2

あ さ だ 　 ひ ろ お き

浅 田 　 裕 沖
(昭和35年５月31日)

昭和60年４月　オーミヤ株式会社入社

平成元年３月　エムケイ企画株式会社入社

平成３年３月　当社入社

平成14年10月　当社大阪支店商品営業部グループ

リーダー

平成21年10月　当社九州支店支店長

平成25年３月　当社機器販売営業統括本部長

平成26年６月　当社取締役機器販売営業統括本部

長

平成27年６月　当社取締役機器販売営業統括本部

長兼戦略事業統括本部副本部長

平成29年４月　当社取締役営業本部長(現任）

平成29年５月　日本ドライメンテナンス株式会社

取締役(現任）

平成30年５月　NDCエンジニアリング株式会社

　　　　　　　取締役(現任）

平成30年５月　株式会社イナートガスセンター

　　　　　　　取締役(現任）

400株

3

さ と う 　 ひ ろ の り

佐 藤 　 寛 則
(昭和28年12月９日)

昭和51年４月　金剛自工株式会社入社

平成10年２月　当社入社

平成21年４月　当社千葉工場 副工場長

平成25年３月　当社車輌営業統括本部長兼千葉工

場副工場長

平成26年５月　当社車輌営業本部長兼千葉工場副

工場長

平成26年６月　当社取締役千葉工場長兼車輌営業

本部長

平成27年６月　当社取締役千葉工場長

平成28年７月　当社取締役製造本部長兼千葉製造

部長

平成29年４月　エヌ・エヌメンテナンス株式会社　

取締役（現任）

平成30年４月　当社取締役製造本部長兼千葉製造

部長兼車輌営業本部長（現任）

100株
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ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職状況
所有する
当 社 の
株 式 数

4

か め い 　 ま さ ふ み

亀 井 　 正 文
(昭和32年10月25日)

昭和56年４月　藤和不動産株式会社（現 三菱地所

レジデンス株式会社）入社

昭和60年９月　ソニーケミカル株式会社（現 デク

セリアルズ株式会社）入社

平成17年１月　株式会社パワードコム（現 ＫＤＤ

Ｉ株式会社）入社

平成22年７月　当社入社

平成22年10月　当社経理財務部長

平成26年６月　当社経理財務部長兼情報システム部

長

平成27年６月　当社執行役員管理部門担当経理財

務部長兼情報システム部長

平成28年７月　当社執行役員管理本部長兼経理財

務部長兼情報システム部長

平成29年５月　当社執行役員管理本部長兼経理財

務部長

平成29年６月　当社取締役管理本部長兼経理財務

部長(現任）

平成29年11月　株式会社始興金属 理事（現任）

1,500株

5

※

ま つ お か 　 た け し

松 岡 　 　 猛
(昭和26年７月25日)

昭和49年４月　当社入社

平成19年４月　当社設備事業本部東京支店 プラン

ト防災第２グループグループリーダー

平成19年10月　当社メンテナンス事業本部大阪支

店 メンテナンス営業部部長

平成27年６月　本社設備・メンテナンス営業統括本

部 副本部長兼特殊防災部長

平成28年２月　ＮＤＣエンジニアリング株式会社 

取締役(現任）

平成28年10月　当社営業本部副本部長兼工事統括

平成30年４月　当社営業本部副本部長（現任）

2,800株

6

※

ひ だ 　 こ う じ

樋 田 　 浩 二
(昭和39年12月31日)

昭和63年４月　綜合警備保障株式会社入社

平成21年４月　同社セキュリティサービス第一部

常駐警備運用室長

平成22年４月　同社常駐・綜管営業部常駐営業室長

平成23年４月　同社営業推進部常駐・綜管営業室長

平成24年４月　同社滋賀支社長

平成26年８月　同社営業推進部次長

平成28年６月　同社多摩支社長(現任）

-
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ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職状況
所有する
当 社 の
株 式 数

7

※

え び ね 　 よ う い ち

海 老 根 　 洋 一
(昭和27年８月11日)

昭和52年４月　三菱商事株式会社入社

平成19年６月　イシグロ株式会社入社

　　　　　　　執行役員経営企画室長

平成21年６月　同社取締役営業本部副本部長

平成23年６月　同社常務取締役営業本部長

平成29年７月　同社参与（現任）

-

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．海老根洋一氏は、社外取締役候補者であります。

４．遠山榮一氏は、平成17年８月の就任以来、代表取締役としてスピード感をもっ

てビジネス改革を推進しております。今後もその経験や知見を当社取締役会に

おいて活かすことで、取締役の意思決定の機能強化および監督機能の強化が期

待できるため、引き続き候補者といたしました。

５．浅田裕沖氏を引き続き候補者とした理由は、長年にわたる当社営業部門での豊

富な知識・経験・実績に基づくものであり、今後さらなる業績向上のために、

営業全体の監督を適切に行うことができるものと判断したためであります。

６．佐藤寛則氏は、当社車輌製造をはじめとした製造部門及び車輌営業部門におけ

る豊富な経験に基づき、今後さらなる企業成長に向け、適切な管理、監督を実

施できるものと考え、引き続き候補者としております。

７．亀井正文氏を引き続き候補者とした理由は、入社以来、当社経理財務等の責任

者として、又、管理部門全体の責任者として業務を遂行し、当社の取締役に相

応しい豊富な経験と実績に加え、幅広い見識を有しているためであります。

８．松岡猛氏は、長年にわたり当社プラントをはじめとした工事部門を中心に従事

し、今後さらなる成長と業績向上に向け、適時、適切な判断を行うことができ

るものと考え、新任の候補者といたしました。

９．樋田浩二氏は、綜合警備保障株式会社に入社以来、長年にわたり同社の業績向

上に寄与し、その豊富な経験と知識が当社事業にも活かせるものと判断し、新

任の候補者といたしました。

10．海老根洋一氏を候補者とした理由は、独立した有識者という立場から取締役会

の一員として重要な意思決定に参画いただき、経営に関する監視機能という役

割を遂行していただけるものと判断したこと、また、当社の取締役に相応しい

豊富な経験と実績に加え、幅広い見識を有しているためであります。

11．当社は、海老根洋一氏の選任が承認された場合には、同氏との間で会社法第427

条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限定額は、法令で

定める額であります。

12．海老根洋一氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしてお

り、同氏の選任が承認された場合には、独立役員として同取引所に届け出る予

定であります。
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第４号議案　監査役３名選任の件

　監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 状 況
所有する
当 社 の
株 式 数

1

う ち む ら  し げ き

内 村 　 滋 樹
(昭和28年10月14日)

昭和54年１月　当社入社

平成12年12月　当社プラント事業部エンジニア

リング２グループ５課課長

平成13年１月　当社首都圏本部エンジニアリン

グセンター設計積算グループグ

ループリーダー

平成21年７月　当社内部監査室長

平成26年６月　当社監査役(現任）

平成26年６月　北海道ドライケミカル株式会社

監査役(現任）

平成26年６月　日本ドライメンテナンス株式会

社

　　　　　　　監査役(現任）

平成27年６月　株式会社イナートガスセンター

監査役(現任）

平成28年２月　NDCエンジニアリング株式会社

　　　　　　　監査役(現任）

平成28年６月　株式会社総合防災　監査役(現

任）

平成29年４月　エヌ・エヌメンテナンス株式会社

監査役(現任）

1,500株

2

と け し  の り ひ こ

渡 慶 次 　 憲 彦
(昭和44年６月15日)

平成７年２月　米国の Hotta Liesenberg 

Saito LLP 入所

平成13年４月　株式会社HLSグローバルへ赴任、

代表取締役就任(現任）

平成18年１月　米国の Hotta Liesenberg 

Saito LLP のパートナーに就任

(現任）

平成26年６月　当社監査役(現任）

（重要な兼職の状況）

　株式会社社HLSグローバル　代表取締役

-
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 状 況
所有する
当 社 の
株 式 数

3

※

き り く  や す し

紀 陸 　 保 史

(昭和28年12月22日)

昭和51年４月　沖電気工業株式会社入社

平成14年４月　同社エンタープライズソリュー

ションカンパニー プレジデント

平成21年４月　同社執行役員法人営業本部長

平成22年４月　同社執行役員法人営業本部長兼

社会システム事業本部長

平成23年６月　沖ウィンテック株式会社

              代表取締役社長就任

平成29年４月　同社顧問

-

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．渡慶次憲彦氏、紀陸保史氏は、社外監査役候補者であります。

４．内村滋樹氏を候補者とした理由は、平成26年６月より当社常勤監査役として監

査職務に従事し、取締役の職務執行の監査を的確、公正かつ効率的に遂行して

いることから、引き続き当社監査役として適任であると判断したためでありま

す。

５．渡慶次憲彦氏は、平成26年６月より４年間、当社社外監査役として監査職務に

従事し、当社の監査役としての職務を適切に遂行しております。また、財務及

び会計に関しても相当程度の知見を有しており、引き続き選任をお願いするも

のであります。

６．紀陸保史氏を候補者とした理由は、長年にわたる経営者としての豊富な経験と

幅広い知識を当社の監査に反映していただくことを期待し、選任をお願いする

ものであります。

７．当社は、渡慶次憲彦氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める額としており、同氏の選任が承認

された場合には、同氏との当該契約を継続する予定であります。

　　また、紀陸保史氏の選任が承認された場合には、同氏との間で同様の責任限定

契約を締結する予定であります。

８．渡慶次憲彦氏、紀陸保史氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件

を満たしており、両氏の選任が承認された場合には、独立役員として同取引所

に届け出る予定であります。

－ 36 －

第４号議案　監査役３名選任の件



第５号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選

任をお願いするものであります。

　なお、本選任につきましては、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役

会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 ・ 地 位
（ 重 要 な 兼 職 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

や な い  た か み ち

箭 内 　 隆 道
(昭和44年７月25日)

平成12年10月　東京弁護士会登録

　　　　　　　虎門中央法律事務所入所

平成15年４月　民事介入暴力対策特別委員会委員

（東京弁護士会）

平成18年４月　日本弁護士会連合会代議員 東京弁

護士会常議員

平成26年４月　法友全期会業務委員会委員長（東京

弁護士会）

　(重要な兼職の状況）

　虎門中央法律事務所 　アソシエイト弁護士

-

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．箭内隆道氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．箭内隆道氏を候補者とした理由は、同氏は弁護士としての専門的な知識と幅広

い経験を有しており、それらを当社の社外監査役として当社監査に活かしてい

ただきたいためであります。なお、同氏は社外役員になること以外の方法で会

社の経営に関与したことはありませんが、弁護士として企業法務に精通してお

り、当社社外監査役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しておりま

す。

４．箭内隆道氏が社外監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり

ます。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める額であります。
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第６号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　取締役長谷哲之氏は、本総会終結の時をもって退任されますので、在任中の功

労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金

を贈呈することといたしたく存じます。

　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと

存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏　　　　　　　名 略　　　　　　　　　　　　　　　　　歴

長 谷 哲 之
平成24年６月　当社取締役

平成28年６月　当社常務取締役(現任）

以上
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メ　　モ
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株主総会会場ご案内図

会　場　　トレードピアお台場　23階会議室
東京都港区台場二丁目３番１号
ＴＥＬ（03）3599-9500（代表）

＜交通機関＞
東京臨海新交通　「ゆりかもめ」新橋駅から13分

お台場海浜公園駅下車　徒歩約６分

東京臨海高速鉄道「りんかい線」大崎駅から11分、新木場駅から７分
東京テレポート駅下車　徒歩約６分

お車でのご来場はご遠慮ください。

地図



第66回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

① 連結計算書類

連結株主資本等変動計算書……………………１頁

連結注記表………………………………………２頁

② 計算書類

株主資本等変動計算書…………………………10頁

個別注記表………………………………………11頁

本内容は、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ

サイト（http://www.ndc-group.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供

しております。なお、監査役及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算書

類は、「第66回定時株主総会招集ご通知」に記載された内容と本内容とで構成さ

れております。

日本ドライケミカル株式会社



連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 700,549 3,620,607 6,181,807 △116,139 10,386,825

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △212,435 △212,435

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,104,207 1,104,207

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 891,771 － 891,771

当連結会計年度末残高 700,549 3,620,607 7,073,579 △116,139 11,278,597

その他の包括利益累計額

純資産合計
そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 138,520 － △13,141 125,378 10,512,204

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △212,435

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,104,207

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

89,561 △14,340 130,244 205,465 205,465

当連結会計年度変動額合計 89,561 △14,340 130,244 205,465 1,097,237

当連結会計年度末残高 228,081 △14,340 117,102 330,844 11,609,441

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　５社

・主要な連結子会社の名称　　　　北海道ドライケミカル株式会社

日本ドライメンテナンス株式会社

　当社は、平成29年11月２日付で株式会社始興金属の株式を取得し子会社化したため、当

事業年度より連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　・持分法適用関連会社の数　　　　２社

　　　・主要な関連会社の名称　　　　　株式会社イナートガスセンター

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　在外連結子会社である株式会社始興金属の決算日は12月31日であり、連結計算書類作成に

あたっては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産

・商品及び製品、仕掛品、

  原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

・未成工事支出金　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　２～17年

工具、器具及び備品　２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

③　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上しております。

④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度におけ

る支給見込額に基づき計上しております。

ニ．完成工事補償引当金　　　　　完成工事に係る将来の瑕疵補償に備えるため、過去の

実績に基づきその発生見込額を計上しております。

ホ．修繕引当金　　　　　　　　　工場における将来の修繕に要する支出に備えるため､ 

修繕計画において合理的に見積った修繕額のうち、当

連結会計年度に負担すべき金額を計上しております。

ヘ．役員退職慰労引当金　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、規程に

基づく支給見込額を計上しております。
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(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８

年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（８～16年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②　重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　  工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

　  工事完成基準

　  なお、工事進行基準による完成工事高は、15,452,677千円であります。

　　③　のれんの償却方法及び償却期間

　　のれんの償却については、投資効果が及ぶ期間（20年以内）で均等償却しております。

ただし、金額が僅少なものについては、発生時に一括償却しております。

④　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

 有形固定資産の減価償却累計額 2,596,615千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式（株） 3,590,906 － － 3,590,906

　(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式（株） 50,312 － － 50,312

  (3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月23日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 123,920 35 平成29年３月31日 平成29年６月26日

平成29年11月10日
取 締 役 会

普 通 株 式 88,514 25 平成29年９月30日 平成29年12月11日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年６月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 123,920 35 平成30年３月31日 平成30年６月29日
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４．金融商品に関する注記

 (1) 金融商品の状況に関する事項

    ① 金融商品に対する取組方針

　　 当社グループは、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ

は、後述するリスクを回避するために利用しており投機的な取引は行わない方針でありま

す。

  ② 金融商品の内容及びそのリスク

　　 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務

である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

　変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期借入金の一

部については、金利の変動による損失を回避する目的で、デリバティブ取引（金利スワップ

取引）を利用してヘッジしております。金利スワップ取引については、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているため、その判定をもってヘッジの有効性の評価を省略しておりま

す。

　   このほか、デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的

な利益の確保を図る目的で、為替予約取引を利用しております。

　③ 金融商品に係るリスク管理体制

     イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について経理財務部が取引相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行

っております。デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に

限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識しております。

     ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度

額等を定めた社内ルールに従い、経理財務部が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。金利スワップ取引については、取締役会決議に基づき行っております。

   　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

       　当社は、各部署からの報告に基づき経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。連結子会社に

おいては、各社の担当者が、当社と同様の管理を行っております。

　④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

   　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　  平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については､ 

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま

れておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額

（千円）

時　価

（千円）

差　額

（千円）

(1) 現金及び預金 2,363,297 2,363,297 －

(2) 受取手形、売掛金及

び完成工事未収入金
14,360,649

     貸倒引当金（*） △10,108

14,350,540 14,350,540 －

(3) 投資有価証券 965,585 965,585 －

資産計 17,679,423 17,679,423 －

(1) 支払手形、買掛金及

び工事未払金
8,606,755 8,606,755 －

(2) 短期借入金 1,250,000 1,250,000 －

(3) 未払法人税等 679,203 679,203 －

(4) 長期借入金 1,379,419 1,380,360 941

負債計 11,915,377 11,916,319 941

（*）受取手形、売掛金及び完成工事未収入金に対して計上している貸倒引当金を控除し

　　ております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　　　資　産

　　　　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、売掛金及び完成工事未収入金

　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

　　　　(3) 投資有価証券

　　　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

　　負　債

　　　　(1) 支払手形、買掛金及び工事未払金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等

　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。
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(4) 長期借入金

　　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

    ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 98,015

　　　非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

    ３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後の返済予定額

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

長期借入金 397,500 140,000 110,000 60,000

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 3,278円95銭

(2) １株当たり当期純利益 311円87銭

６．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

７．その他の注記

　（企業結合等関係）

　　取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

　　　① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　　被取得企業の名称：株式会社始興金属（Shiheung Metal）

　　　　事業の内容　　　：金属鍛造製品等製造業

　　　② 企業結合を行った主な理由

　　　　アルミニウム製消火器用部材を内製化することで、消火器製品群のさらなる拡充を図る

とともに、品質の差別化、競争力を高めることで市場シェアを拡大するためであります。

　　　③ 企業結合日

　　　　平成29年11月２日（株式取得日）

　　　　平成29年12月31日（みなし取得日）

　　　④ 企業結合の法的形式

　　　　現金を対価とする株式取得

　　　⑤ 結合後企業の名称

　　　　株式会社始興金属（Shiheung Metal）
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　　　⑥ 取得した議決権比率

　　　　100％

　　　⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

(2) 連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　平成30年１月１日から平成30年３月31日

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価  現金 469,828千円

取得原価 469,828

(4) 発生したのれんの金額及び発生原因、償却方法及び償却期間

　　　① 発生したのれんの金額

　　　　65,463千円

　　　② 発生原因

　　　　取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その

差額をのれんとして認識しております。

　　　③ 償却方法及び償却期間

　　　　１年間にわたる均等償却

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 174,346千円

固定資産 716,168

資産合計 890,514

流動負債 380,179

固定負債 91,842

負債合計 472,022

  (6) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損

益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当該影響の概算額の重要性が乏しいため記載を省略しております。なお、当該影響の概算

額については、監査証明を受けておりません。
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

純 資 産

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
特別償却
準 備 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 700,549 700,549 397,731 1,098,281 121,210 1,431,832 4,988,719 6,541,763 △116,139 8,224,454

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △212,435 △212,435 △212,435

当 期 純 利 益 1,069,126 1,069,126 1,069,126

固定資産圧縮積立金の
積 立

80,997 △80,997 － －

特別償却準備金の取崩 △249,374 249,374 － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 80,997 △249,374 1,025,067 856,690 － 856,690

当 期 末 残 高 700,549 700,549 397,731 1,098,281 202,208 1,182,457 6,013,787 7,398,453 △116,139 9,081,145

純 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 138,520 138,520 8,362,975

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △212,435

当 期 純 利 益 1,069,126

固定資産圧縮積立金の
積 立

－

特別償却準備金の取崩 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

89,561 89,561 89,561

当 期 変 動 額 合 計 89,561 89,561 946,252

当 期 末 残 高 228,081 228,081 9,309,227

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　イ．子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法を採用しております。

　ロ．その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

　・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

・商品及び製品、仕掛品、

　原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

・未成工事支出金　　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～47年

構築物　　　　　　　　５～50年

機械及び装置　　　　　２～17年

車両運搬具　　　　　　４～７年

工具、器具及び備品　　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員賞与の支出に備えるため、当事業年度における

支給見込額に基づき計上しております。
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③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支

給見込額に基づき計上しております。

④　完成工事補償引当金　　　　　　完成工事に係る将来の瑕疵補償に備えるため、過去の

実績に基づきその発生見込額を計上しております。

⑤　修繕引当金　　　　　　　　　　工場における将来の修繕に要する支出に備えるため､ 

修繕計画において合理的に見積もった修繕額のうち、

当事業年度に負担すべき金額を計上しております。

⑥　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（８年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８～16

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。

⑦　役員退職慰労引当金　　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、規程に

基づく支給見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

　　工事完成基準

　　なお、工事売上高のうち、工事進行基準による完成工事高は、14,542,674千円でありま

す。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　消費税等の会計処理            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

②　退職給付に係る会計処理        退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっており

ます。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額                           2,390,662千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 137,501千円

②　短期金銭債務 54,646千円

③　長期金銭債務 10,000千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 売上高 236,746千円

(2) 仕入高 376,132千円

(3) 営業取引以外の取引高 78,404千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

    自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末 の 株 式 数

普通株式（株） 50,312 － － 50,312
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５．税効果会計に関する注記

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 9,098千円

未払費用 40,264千円

賞与引当金 123,723千円

未払事業税 36,006千円

完成工事補償引当金 21,300千円

修繕引当金 14,036千円

退職給付引当金 247,569千円

役員退職慰労引当金 34,701千円

たな卸資産評価損 118,862千円

減価償却費限度超過額 19,853千円

減損損失 24,282千円

その他 17,621千円

　繰延税金資産小計 707,320千円

　評価性引当額 △192,688千円

繰延税金資産合計 514,632千円

繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金 △90,663千円

　特別償却準備金 △537,332千円

　その他有価証券評価差額金 △100,661千円

繰延税金負債合計 △728,657千円

繰延税金負債の純額 △214,024千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社及び法人主要株主等

　　該当事項はありません。

　(2) 子会社及び関連会社等

種 類
会社等

の名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係

取引

内容

取引

金額

（千円）

科目

期末

残高

（千円）

子 会 社
北海道ドライ

ケミカル㈱

所有

直接100.0％

商品の販売

及び

資金の預り

役員の兼任

資金の

預り
△129

関係会社

預 り 金
249,997

関連会社
㈱イナートガ

スセンター

所有

直接 50.0％

商品の仕入

資金の貸付

資金の

貸付
－

関係会社

長 期

貸 付 金

155,000

利息の

受取
728

その他流動

資 産

(未収入金)

－

（注）１．取引金額および期末残高には消費税等が含まれておりません。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　資金の貸付の金利条件は、市場金利に準じて決定しております。

　　　３．資金の預り及び資金の貸付の取引金額については前期末残高との純増減額を記載して

　　おります。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,629円28銭

(2) １株当たり当期純利益 301円96銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

９．その他の注記

　（企業結合等関係）

　　　取得による企業結合

　　　連結注記表「７．その他の注記（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。
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